
                    	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

１．はじめに	 

 都市計画の過去の実践において立案された計画を，そこに込め
られた意図とともに検証することは，将来の計画制度を検討する

上で有効である 1)。人口増加・都市の拡大を前提としてきた都市

計画制度が大きな転換点にある今，過去の実践を検証し，新たな

計画制度の構築に活かすことが求められている。一方で，都市の

計画はその対象が現実の土地であり，そこには様々な制約条件が

あることから，当初意図した計画がそのまま実現するとは限らな

い。よって，過去の実践から学ぶためには，実現した計画のみな

らず計画の過程にこそ着目し，計画時の社会情勢と照らし合わせ

ながら，計画に込められた意図を注意深く分析する必要がある。	 

	 新たな計画制度の構築に向けた今日的課題のひとつに，都市郊

外部における農的土地利用と都市的土地利用との併存をいかに計

画するかということがある 2)。ここで言う農的土地利用とは，農

地の他，農業集落やその屋敷林などを含む土地利用を指す。これ

までの都市計画は，計画的な市街地整備のため土地利用の用途を

純化させることを目的とし，両者を併存させる計画や制度のあり

方はほとんど検討されてこなかった。しかし，これからの人口減

少・都市縮小の局面にあっては，農的土地利用を永続的な土地利

用として都市計画に位置づけ，都市的土地利用との併存を計画し

ていくことが求められている 2)。	 

	 農的土地利用を位置づけた計画の過去の実践として，1960年代
に計画された横浜市の港北ニュータウン（以下，「NT」）が挙げ
られる。港北NTの計画では，農的土地利用も都市環境を構成す
る一要素であるとされ，その空間配置が計画された。当時は都市

への人口流入の受け皿として都市近郊農村地域における住宅開発

が急激に進んだ時期であり，計画は社会情勢に逆行するものであ

ったとも言える。しかしながら，結果として創出された農業専用

地区（以下，「農専地区」）3)は現在も維持されている。計画制度

の転換が迫られている現在からすれば，この計画は先見性があっ

たものとして評価でき，詳細に検討する価値があるものと考える。	 

港北NTの土地区画整理事業区域（以下，「区画整理区域」）に
ついては多くの研究がある 4)5)。一方で，農専地区については，農

業計画の視点からの報告や 6)，大規模開発における農業対策とし

て捉えた研究 7)はあるものの，そもそも農的土地利用を計画に位

置づけるに至った過程に着目したものは，みられない。	 

	 以上より，本論文では，港北NTを対象に，都市的土地利用と
農的土地利用とが併存する土地利用計画が，いかなる意図のもと

で，どのような過程を経て立案されたのかを明らかにすることを

目的とする。具体的には，農的土地利用を計画に位置づけること

が基本方針として定められるまでの初期の計画について，①計画

資料や既往文献から農的土地利用の計画経緯を整理したのち，②

計画過程で計画が複数立案されていることに着目し，各案を相互

に比較分析することで，計画の特徴及びその意図を明らかにする。	 

	 

２．研究の方法	 

	 本論文は，計画に農的土地利用が位置づけられるに至った過程

を明らかにするため，事業が発表された1965年から1974年の基
本計画策定までの，初期の計画過程を検証の対象とした。	 

	 まず，港北NT計画資料 8)9)10)11)12)13)及び事業記録 14)15)より，農

的土地利用の計画経緯を整理した。次に，農的土地利用の空間計

画が検討された「基本計画原案」「基本計画案」「基本計画」の各

計画案について，計画された「農的土地利用」の特徴とその計画

意図を，①機能的特徴，②空間的特徴の2つの観点から分析・考
察した。具体的には，機能的特徴については，計画の理念や考え

方を，空間的特徴については，主に計画図から読み取れる農的土

地利用と都市的土地利用との配置の状況を分析した。更に，計画

関係者へのヒアリング調査 16)により，計画主体別の計画への関わ

り方や計画の制約条件を把握し，分析の結果を考察した。考察に

あたり地域の社会的状況を把握するため横浜市史 17)を用いた。	 
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	 港北NT計画は，事業の発表後，5つの計画段階を経て基本計
画が策定された。各計画は作成主体が異なり，農的土地利用の位

置づけも計画の進展に伴い大きく変化している。NT 計画区域は
各計画により若干異なる。基本計画における計画区域と，計画時

の土地利用を図̶1に示す。以下では，各計画案の概要を整理する。	 
（１）開発モデルプラン（検討期間1965.4-1966.2）8)	 

	 開発モデルプラン 8)は，横浜市に六大事業の1つとして港北NT
事業を提案した環境開発センター（担当，田村明氏）が市からの

委託により作成したものである 18)。同プランでは，早渕川沿いの

土地改良区（水田）を中心とした農地及び集落が特殊開発地域（開

発保留地）とされ，当面は農業を維持しつつ別事業にてレクリエ

ーション施設や研修施設等を建設することが構想された 8)。これ

は，国策として構造改善事業が進められるなかで土地改良済み水

田の開発が避けられたこと，集落移転や丘陵部と低地の一体開発

は事業費の増大を招くこと 8)から，別事業にて市街化するまでの

間，経過的に農業を維持することを目的としたものと考えられる。	 

（２）基本構想（1967.6策定）	 

	 1967年6月に横浜市が策定した基本構想 9)では，早渕川流域に

農業地区を設け，近代的な都市農業等を行い得るよう基盤整備等

を行うことが方針のひとつに掲げられた。同月に開催された港北

NT 開発対策協議会において，飛鳥田市長（当時）が農業を育成
していく方針を演説し 19)，この時期に農業をNT計画に積極的に
位置づける方針が固まったと言える。しかし，この構想には計画

図面がなく，土地利用計画は具体的に立案されていない。	 

（３）基本計画原案（検討期間1967.2-1968.4）10)	 

	 日本都市計画学会（委員長，松井達夫氏）により検討された基

本計画原案（図-2，上段）では，前述の市長の方針を受け，農的
土地利用を都市計画に位置づける理論の検討が行われた 10)。具体

的には，都市で農業が存続できる要件を整理し，その要件が都市

活動の阻害要因とならないような空間計画のあり方が検討された。

基本計画原案 10)では「農業が都市の中に存在できるとするなら，

緑地系の施設の一つとしてグリーン・マトリックスに組み入れら

れる」と記載され，生産緑地や既存集落が「既存集落修復地区（以

下，集落地区」として既存集落の位置を基礎に分散配置された。	 

（４）基本計画案（検討期間1968.12-1969.9）11)	 

	 前案を引き継ぎ日本都市計画学会（委員長，高山英華氏）によ

り検討された基本計画案（図-2，中段）では，集団的農地を都市
の緑としての要素をもつ「農専地区」として設定することが検討

され，計 420ha が計画された 11)。計画は，早渕川沿いの土地改

良区のほか，NT計画区域南部の丘陵部が大きく取り込まれた 11)。

農業集落は具体的計画がなされない「その他地区」となった 11)。	 

（５）基本計画（1974.7策定）12)	 

	 基本計画（図-2，下段）は，地権者との合意，各事業の検討を
踏まえ横浜市が策定した 20)。同計画において農専地区は，開発区

域の緑とともに生活環境空間として保全・育成することが明示さ

れた 12)。同計画では，基本計画案が踏襲されているものの，早渕

川沿岸の土地改良区が農専地区から外れ，南部の地区は面積を狭

めて計画された。一方で，F 地区（図 2，下段）が，NT 計画区
域を拡げつつ新たに計画され，面積は計230haである。現在の農
専地区は，おおよそこの計画に基づき区域指定されている。	 

	 

４．計画された農的土地利用の特徴	 

	 農的土地利用が具体的に空間計画の対象とされた基本計画原案，

基本計画案，基本計画では，計画内容が異なる。以下では，各計

画における農的土地利用の計画を，①機能的特徴，②空間的特徴

の両面から比較分析し，計画の背景にある意図を明らかにする。	 

（１）計画された農的土地利用の機能的特徴	 

	 	 港北NT計画では，オープンスペースに関わる土地利用を総合
的に計画するグリーン・マトリックスシステム（以下，「GMS」）
が用いられた 10)11)。GMSは，基本計画原案に初出し，以下のよ
うに説明されている。	 

	 「公園，緑地，校庭，運動場，広場，社寺境内，歩行道路，路

地，住宅棟間，保存埋蔵文化財地区，樹林，河川敷，生産緑地，

既存集落及びその屋敷林などのオープン・スペースの性格づけを

おこない，これらの要素を連結させて一つの体系とする」10)	 

	 この記述より，基本計画原案では，「生産緑地，既存集落及びそ

の屋敷林」といった農的土地利用が，公園や広場等の都市施設と

並列に，オープンスペースとして扱われていることがわかる。農

的土地利用は，公園緑地とともに計画地域の緑の骨格を形成する

ものとされ 10)，既存集落内及び近隣に存在した社寺や屋敷林が

「集落地区」として計画された 10)。基本計画原案 10)では，計画さ

れうる農的土地利用の形態としてヨーロッパの分区園が例示され

ているほか，緑地として永続的に維持するためには農地の公有化

が必要であるとの提案もなされている。計画を担った日本都市計

画学会が先進事例に学びながら，農的土地利用を都市計画に位置

づけようと努力していたことが推察される。	 

	 基本計画案では，5 地区の集団的農地「農専地区」が計画され
た 11)。A地区(図2，中段)は,隣接して計画された公園と一体で計
画区域の中核的な緑地空間を形成するものとされた 11)。B，C地
区は，周辺の地区と「一体で都市農業ゾーンとする。農業菜園，

観光農園として緑地にとどめる」11)とされ，将来的には都市住民

が利用する緑地としての維持が構想されていた。基本計画原案に

おいても，農業の形態は周囲の都市化との関係のなかで変化する

ものとされており 10)，ここまでの計画では，NT整備後の営農形
態の変化を見据えた検討がなされていたと言える。	 

	 ところが，基本計画では，水田地帯であったA地区が計画から
外れ，計画区域中央部に緑地空間を形成するという記載がなくな

った 12)。農専地区と集落とを一体のゾーンとする記述もなく，そ

の他地区は，土地利用計画が定まるまでの開発保留地とされた 12)

菜園など，農的土地利用を都市住民の利用に供する構想の記載も

ない 12)。ヒアリング結果 20)によれば，市農政局は当時，農専地区

は都市で成立する産業としての農業，畑作を行う地区であるとい

う認識で，都市住民の利用は想定されなかったとのことであった。

A地区は，周辺開発による水質悪化と地価上昇により稲作経営に
将来性がなくなっていた 17)20)ことを背景に，地権者に開発への期

待感があり，合意形成が図られなかった 15)。一方で，開発地区に

隣接せず，一部がNT計画区域外であったF地区（図-2，下段）
が，地権者の要望を受けて 20)新たに計画された。基本計画案では，

図ー1	 	 計画区域の土地利用(1966)	 
国土地理院1967年発行	 1:25000地形図より筆者作成	 
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農専地区は市街地スプロールを防止する緩衝緑地としての機能が

期待され開発地区に隣接していたこと 11)を考慮に入れると，基本

計画における農的土地利用は，緑地として望ましい配置よりも，

営農上の適地が選択された計画であると言える。	 

	 基本計画における公園緑地計画は区画整理区域が対象で，「都市

内の緑を公園とか緑地などのように単体としてとらえるのではな

く、緑の構成要素となりうる生活環境空間（校庭,社寺境内，屋敷

林，竹林，河川敷，農業専用地区，集合住宅の棟間等）を緑道 21)

又は歩行者専用道路で有機的に連けいし、これらを一体のものと

して位置づける」12)とされた。基本計画原案でのグリーン・マト

リックスの記述と比較すると，既存集落の記載がなく，生産緑地

が農専地区に置きかえられている。屋敷林は双方に含まれている

が，基本計画における屋敷林は,「緑の環境を最大限に保存する都

市づくり」,「“ふるさと”をしのばせる都市づくり」という基本

理念に基づき保全が図られる区画整理区域内の屋敷林を指し，農

業集落と結びついたものではないと考えられる。	 

（２）農的土地利用の空間的特徴	 

	 図−3に，本論文で検証対象とした計画過程における農的土地利
用の概念的位置づけの変化を示した。	 

	 基本計画原案で計画された「集落地区」は，集落や屋敷林を含

む複合的な土地利用であり 10)，都市計画学会により都市的土地利

用と一体的に計画された。面積は計522ha10)，既存集落の位置を

基礎とする分散配置で，既に経営を確立している農家は移動させ

づらいとされたこと 10)，建設されるNTの緑として機能を果たす
ことが求められたこと 13)からそれが望ましいとされた。さらに，

基本計画原案では，歩行者専用路 21)が開発地域から集落地区の中

まで計画され（図-2,上段②），集落地区と隣接させて住民が利用
する文化施設が配置されるなど開発地域と集落地区とを接続する

意図が読み取れる。特徴的なのは中央部の集落地区（図̶2，上段
①）が，楔状の緑地として計画されている点である。この区域は

川沿い低地で住宅地に適さない地域であり，この範囲に存在した

寺社 10)，斜面林をも含めて保全しようとしたものと推察される。	 

	 基本計画案で計画された農的土地利用は，集団的農地「農専地

区」と，集落を中心とした開発保留地「その他地区」とに分かれ，

更に，開発地区とも区別して扱われるようになった 11)。この案は，

策定主体は原案と同じ日本都市計画学会だが，農的土地利用の計

画は市農政局が担った。つまりこの計画は，原案を基本としつつ，

農業計画の考え方が反映されたものであった 20)。市農政局は，局

内に事務局を置いた都市農業問題研究会（会長，渡辺兵力氏）22)

を中心に「都市農業」の形態を検討し，集団化した 20ha以上の
農地で，近代化した集約農業が展開できることが空間的な条件で

あると結論づけて「港北ニュータウン農業対策要綱」23)を策定し

た。要綱に基づき指定された地区では市の 100%補助により土地
改良等の基盤整備を行うこととされ，農地・山林を中心とした

420haが計画された。その他地区は別事業による計画検討がなさ
れることとなった 11)。前項で述べたように，A地区に隣接し公園
が計画されたが，原案に存在した，既存集落へ接続する歩行者専

用道路 21)は計画されず，オープンスペースは開発地区内のみに計

画された。1968年に新都市計画法が制定され，開発地区を市街化

区域，農専地区及びその他地区を市街化調整区域とし（図-2中段，
図-3），市街化調整区域では社会基盤整備が行われない方針がと
られた 15)ことを考慮すると，農専地区とその他地区には，新規の

施設である緑道や公園が計画されなかったものと考えられる。	 

	 基本計画では，基本計画案よりも更に明確に「開発地区」「農専

地区」「その他地区」が区分された。前項で述べたとおり，開発地

区と一体で計画されていたA地区が計画から外れ，開発地区に隣
接しないF地区が新たに計画された。基本計画案では，農専地区
と既存集落を一体的に捉える視点が存在したが，基本計画におけ

るその他地区は「開発保留地」として独立して扱われ，具体的な

検討がなされていない。	 

図ー2	 各計画案における農的土地利用の計画	 
（文献10）11）12）より筆者作成）	 
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まとめており，前項で述べたように，各地区を関連づけ，農的土

地利用と新たに計画する都市的土地利用とを統合して一つの理念

のもとで計画する意図があったものと考えられる。一方，基本計

画は横浜市が策定し，決定事項や事業手法が記述された事業計画

と言えるもので，地区ごとに内容が整理された構成である 12)。

1969年に区画整理区域が都市計画決定された後，開発地区（区画
整理区域）は市計画局及び日本住宅公団，農専地区は市農政局と,

別々に計画・設計が検討されており，1969年の区画整理区域決定
以後は，両者の設計のすりあわせは行われなかったとされる24)25)。 
以上を主な背景として，1974年に策定された基本計画は，個別の
計画を併記するにとどまり，都市的土地利用と農的土地利用を統

合する意図を持った計画とはならなかったと言える。	 

	 

５．まとめ	 

	 港北NTでは，初期の基本計画原案において，GMSのもと，
農的土地利用と都市的土地利用とが一つの計画主体により理念と

して一体的に計画された。そこでは，農的土地利用が，公園等と

同列のオープンスペースとして計画されるとともに，将来的に，

貸農園や観光農園等として都市住民の利用に供されることも想定

されていた。その考え方を継承した基本計画案では，農的土地利

用と都市的土地利用とを区分して計画しつつも，相互の緑道によ

る接続や，農的土地利用に隣接した公園計画など，両者との間に

は，機能的にも空間的にも密接な関係性があった。	 

	 区域区分は，都市的土地利用と農的土地利用とを併存させる意

図を活かして導入されたと考えることもできる。その一方で，計

画の過程において両者が法制度により区分されたことで，計画区

域を一体の地域として計画する意図が薄れ，結果として両者の関

係性が希薄化したとも考えられる。	 

	 基本計画案以降の農専地区の性格を規定した，大規模化や用途

純化への要請は，現代の文脈では必ずしも強いものではない。む

しろ，人口減少化にある都市では，小規模，混在型の都市像こそ

が希求されていると見る向きもある 26)。こうした立場に立つなら

ば，港北NTの実践において再評価すべきなのは，基本計画原案
に込められた計画意図であろう。とりわけ，基本計画原案に存在

した，都市的土地利用と農的土地利用とを関連させつつ，一つの

理念に基づいて一体的に計画するという発想や，「農」を産業とし

て独立して扱うのではなく，公園等と同列に，また周辺の樹林地

等とも併せて，都市に必要な緑として位置付ける発想は，本論文

冒頭に述べた今日の状況に対して重要な示唆を与えるものと考え

られる。ただし，基本計画原案は，農業側からの要請を十分に考

慮した計画とは言えない点には注意が必要であろう。今日我々は，

経営の大規模化・集約化という価値観から離れつつも，都市にお

ける産業としての新たな農の形を構想し，その形を，他の農的土

地利用とともに，都市計画に位置づけていく必要があると考える。	 

今後は，基本計画策定以後の時期の計画過程や，港北NT建設
後の土地利用変化の分析から，本研究で明らかにした初期の計画

意図がどのように継承されていったのかを検証することが望まれ

る。	 
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